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96 松山大学論集 第29巻 第2号
保護規定の対象外）が浮き彫りとなったが，これにより根本的な債権者保護のあ
り方として，残存債権者の存在自体が問われることになるであろう。実際，債
権者側の立場から詐害的と思われる会社分割は行われるべきではないが，会社
側は事業再生（会社存続）のため，会社分割がやむを得ない場合も考えられる
ことから，今後，会社分割を含めた組織再編行為の可否とは違った視点から不
利益となる債権者に対し公平・公正かつ適切な保護制度の検討が求められる。
注
39）池野・前掲注32）18頁参照。
40）得津・前掲注36）284－85頁および得津晶「会社分割等における債権者の保護」商事法
務2065号（2015年）24頁参照。
41）吸収合併の場合，消滅会社および存続会社それぞれの債権者に対し異議手続きが認めら
れている（会社789条1項1号・799条1項1号）。
42）池野・前掲注32）18頁。
会社分割における債権者保護の改正 97
